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別紙

内部留保の充実

当社はこれまで、健全性の高い経営基盤を
構築するため、通常想定できる範囲を超えた
保険金の支払いや大幅な運用環境の悪化等に
備え、危険準備金・価格変動準備金等の内部
留保の積増し等により自己資本の充実を推進
してきました。

当社では、時価が帳簿価額の30%以上下
落した株式等の評価損について、すべて減損
処理を実施しました。これによる評価損の計
上等に伴い、危険準備金および価格変動準備
金を、合計で2,5１9億円活用しました。 仮に、当社の有価証券ポートフォリオが日経平均株価および

ＴＯＰＩＸにフル連動するとした場合、当社が保有する株式の
含み損益がゼロとなる水準（ゼロ水準）は、日経平均株価ベー
ス6,900円程度となっています。

平成17年度末

13,870億円

平成18年度末

15,956億円

平成19年度末

18,302億円

国内株式含み損益ゼロ水準

含み損益（一般勘定）

含み損益とは、保有している資産の時価と帳簿価額（取得価
額）との差額を指し、保険会社の企業体力を表わすものの一つ
です。一般勘定資産全体の含み益は1兆2,869億円と十分な企
業体力を堅持しています。

ソルベンシー・マージン比率

ソルベンシー・マージン比率とは、大災害や株価の暴落など、
通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる支払余力を有
しているかを判断するための行政監督上の指標の一つです。こ
の数値が200％を下回った場合は、監督当局による業務改善命
令等の対象となります。

第3四半期のソルベンシー･マージン比率は1,091.5％と十分
な支払余力を確保しています。

平成20年度
第3四半期

16,555億円

これまでの内部留保の積増しにより、今般の株価下落の影響にも的確に対応！
経常利益は３０６億円。第３四半期純剰余は９５５億円。

株価下落の影響

引き続きご安心いただける
堅固な財務基盤

引き続き、
十分な内部
留保を確保

億円

※当資料は、「平成２０年度第３四半期報告の概要」とあわせてご覧ください。

＜ご参考＞当社の健全性の状況（まとめ）


